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Ⅰ 医療・介護・福祉等
○ 被災地における福祉・介護人材確保事業
○ 長期避難者の早期帰還のための介護サービス提供体制再生事業
○ 被災者生活支援事業
○ 地域医療再生基金（被災地域における地域医療の再生支援）
○ 被災3県心のケア総合支援調査研究等事業
≪被災者支援総合交付金等≫
○ 被災者見守り・相談支援事業
○ 仮設住宅サポート拠点運営事業
○ 被災地健康支援事業
○ 災害発生自治体における保健師の確保等の取組
○ 東日本大震災被災者の心のケア支援事業
○ 被災した子どもの健康・生活対策総合支援事業
≪災害復旧関係≫
○ 介護施設等の災害復旧
○ 介護事業所・施設等復旧支援事業
○ 障害者施設等の災害復旧
○ 障害者施設の事業復旧にかかる設備整備
○ 障害福祉サービス事業再開支援事業
○ 児童福祉施設等の東日本大震災に係る災害復旧費
○ 保健衛生施設等災害復旧費補助金
○ 水道施設の災害復旧に対する支援
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○流通食品での調査（マーケットバスケット調査）
○食品中の放射性物質対策に関するリスクコミュニケーションの主な取組
○ふくしま食品衛生管理モデル等推進事業
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○復興・創生期間における総合的な雇用対策
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Ⅰ 医療・介護・福祉等



被災地における福祉・介護人材確保事業【東日本大震災復興特別会計】

平成30年度予算額 198,390千円 → 平成31年度予算額（案） 204,534千円

東日本大震災により特に甚大な被害を受け、福祉・介護人材の確保が著しく困難になっている福島県相双地域等で従事する介
護人材を広域的に確保するため、当該地域の介護施設等への就労希望者に対する研修受講費や就職準備金（赴任するための
交通費や引っ越し費用等）の貸与等の支援を行っている。

研修受講費等の貸与

【貸付内容】
（１）学費（研修受講費） 15万円を上限（実費の範囲内）

※2年間従事した場合は全額返済免除
（２）就職準備金 ・30万円＋①＋② （1年間従事した場合全額返済免除）

・50万円＋①＋② （2年間従事した場合全額返済免除）

①世帯赴任加算
・ 家族と赴任する場合･･･ 12.5万円＋（世帯員数－１）×5万円
・ 単身赴任の場合 ･･･ 20万円

②自動車輸送費用等加算（新規購入の場合は登録手続代行費用）
・ 20万円を上限（実費の範囲内）

住まいの確保支援

事業の広報

現地の住宅情報の提供 等

【貸付対象者】
①相双地域等の介護施設等で就労を希望する福島県外の者
②避難解除区域の介護施設等で就労を希望する県内から避難解除区域

への帰還者

相双地域等の介護施設等

①貸付申請

人材の斡旋を依頼

⑥福島県が適当と認める
団体が示した施設で就労

②斡旋依頼に基づき
、現地で従事する施
設を提示

③奨学金の貸与

⑤現地の住宅情報を
紹介

相双地域等への就職希望者

介護職員
初任者研修

現任研修

④研修受講

無資格者 有資格者

（研修修了後） ※有資格者は現地で
働きながら受講も可

＜ 事業スキーム ＞

相双地域等の住居

実施主体：福島県が適当と認める団体（定額補助）

入門研修

出向者に対する支援

避難解除区域の介護施設への応援出向者に対する地域・実務経験等に
応じた給与差、指導手当、赴任や通勤に係る経費などの支援

避難解除区域の介護施設への経験豊
かな介護人材の出向を促す支援

5



長期避難者の早期帰還のための介護サービス提供体制再生事業
平成３１年度予算案 ２．１億円（３．４億円）（福島介護再生臨時特例補助金＜東日本大震災復興特会＞）

平成２３年３月に東電福島第一原発事故により避難指示が出さ

れた区域等では、今後多くの高齢者がこれらの区域で生活を

再開することとなる。

避難指示解除区域等へ帰還した後の生活に必要不可欠な介

護サービスの確保を図り、住民の帰還を促進するため、生活環

境整備のための施策の一つとして、介護施設等に対する運営

支援のための措置を時限的に講じ、既に再開した介護施設等

の運営の維持及び震災前に行われていた介護事業の運営の

回復を目指す。

避難指示解除区域の生活環境の一つである介護提供体制の構築

住民帰還の促進、帰還住民の生活不安の解消

避難指示が解除された地域における復興の促進

担当課名

国 福島県
補助金の交付
（定額）

事業イメージ

一定の助成
施設
事業者

成果目標・事業スキーム

事業の内容

事業スキーム

※国は復興・創生期間（終期：３２年度末）までの３年間の所要額を福島県に交付

※福島県が実施主体となり、介護施設等に対して運営支援のための助成を実施

●入所施設

避難指示解除区域等の介護施設を対象に、長期避難者の受
け入れに対応するサービス提供体制を構築することによる緊急
的な財政負担の軽減を目的として、特例的に助成を行う。

＜対象施設＞
避難指示解除区域等の介護施設

＜助成内容＞
介護報酬の減収相当額

＜事業期間＞
平成３２年度末までを終期

●居宅サービス（訪問系居宅サービス）

避難指示解除区域の居宅サービスのうち、訪問介護、訪問入
浴介護、訪問看護、及び訪問リハビリテーションが安定的に提
供されるよう、事業の再開を促進することを目的として、特例的
に助成を行う。

＜対象事業所＞
避難指示解除区域内の事業所
避難指示解除区域内にサービ
スがない場合の外部の事業所

＜助成内容＞
介護報酬の一定割合を補助

＜事業期間＞
平成３２年度末までを終期 6



東日本大震災の避難指示・解除区域における帰還者の生活支援や復興支援のため、援護を要する帰還者の
在宅生活を支援するために設置される「サポート拠点」（総合相談、生活支援等）の運営費用等について財政支
援を行う。

○ 実施主体 ： 福島県又は避難指示・解除区域市町村等

○ 事業内容

避難指示・解除区域における高齢者等の安心した生活を支援するため、総合相談支援、居宅介護サー ビ

ス、生活支援サービス、地域交流等の総合的な機能を有する拠点として、「サポート拠点」の運営を推進する
。

（取組例）
・要介護高齢者、障害者（児）等に対する介護支援専門員、保健師、社会福祉士、相談支援専門員等の専門

職種の者によるニーズの把握等の必要な情報収集
・障害者（児）に対する精神保健福祉士、職業指導員、児童指導員及び手話通訳者等の専門職種の者による

生活支援情報の収集や情報支援
・特段の配慮を要する高齢者（認知症高齢者や重度の要介護者等）に対する専門医や介護福祉士、社会福

祉士等の専門職種の者による相談・援助
・高齢者世帯等への訪問相談援助活動
・高齢者等の健康、生きがいづくりや社会参加を支援する事業
・心の健康を保持するための臨床心理士等による相談活動

○ 平成３０年度実施町村：福島県富岡町、浪江町、葛尾村、飯舘村

平成３１年度予算案：復興庁所管「福島再生加速化交付金（復興庁原子力災害復興班）」８９０億円の内数

7



○ 医療機関の再生等支援
・ 避難指示が解除された区域等において再開・新設する医療機関に対する
施設・設備整備、運営の支援

・ 二次救急医療機関として「福島県ふたば医療センター附属病院」の運営 等

○ 避難先地域等の医療提供体制の支援
・ 避難指示区域で勤務していた医療従事者等を受け入れている浜通り地方
の避難先地域の医療機関に対する運営の支援

・ 避難先地域の復興公営住宅敷地内に整備する診療所の運営の支援 等

○ 医師の育成･資質向上･確保定着支援及び県内外からの医療従事者の確保支援
・ 双葉郡等地域の医療機関が医療従事者確保のために取り組む事業の支援
・ 双葉郡等地域で勤務を希望する県外医師を招へいするための活動の支援
・ 双葉郡等地域の医療従事者の離職防止対策に対する支援 等

○ 東日本大震災に伴う原子力災害の影響により、医療従事者を含む地域住民が福島県外に流出する中、福島
県の避難指示解除準備区域等の避難指示解除後の住民の帰還を促進するためには、医療施設の再開支援
や人材確保支援等を通じた医療のインフラ整備は重要な課題である。

○ 住民が安心して医療を受けることができる環境を整備するため、双葉郡等地域において周辺地域の医療機
関等と連携した救急医療体制等の確保も重要な課題である。

〇 医療人材が著しく不足している状況にある中、継続的に医療従事者を確保していくためには、浜通り地方を
中心とした被災地の医療従事者の養成・確保等を図る必要がある。

被災地域における地域医療の再生支援（地域医療再生基金）

事業目的・課題

事業概要

平成２９年度予算
２３６．３億円
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被災３県心のケア総合支援調査研究等事業

（事業概要）
東日本大震災被災３県の心のケアセンターにおいて行われている被災者の心のケアに関する様々な活動を調

査分析することで、被災者の心のケアに関する課題等を明らかにするとともに、心のケアセンターから報告されてい
る様々なデータに関する調査・分析、これまでの知見を活かした研修プログラムの開発など、心のケア支援を推進
するための調査研究事業を実施する。また、被災者心のケアセンター連携強化会議を開催する。
（補助率）定額
（補助先）民間団体（公募）

被災３県心のケア総合支援調査研究事業実施委員会

・事業の企画
・事業の進捗管理
・事業費配分決定 等

調査・分析事業部門データ収集・整理事業
部門

研修プログラム開発・人材
育成部門

事業の報告書・編さん事業
部門

被災者心のケアセンター連携強化会議

岩手県 宮城県 福島県

連携

・各ケアセンターからの報告
・関係機関との連携強化に関する検討 等

・心のケアセンター活動情報の
整理

・被災３県以外の自治体、民間
の支援活動情報の整理

３０年度予算 ３１年度予算案
291百万円 → 291百万円

○事業実施体制

・必要データ取得のため収集・整
理したデータの分析方法検討
・データの調査・分析
・心のケア対策の評価・効果検証

・被災３県の知見・経験を活かし
た研修手法の開発

・新たに開発した手法による研修
の実施

・被災者の心のケアに関するア
ーカイブの項目検討

・将来発生する大規模災害で活
用できる報告書の作成
・成果物の広報 9



Ⅰ 医療・介護・福祉等

被災者支援総合交付金等関係
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○ 復興の進展に伴い、避難生活の長期化、災害公営住宅等移転

後のコミュニティ形成、被災者の心のケア、避難指示解除区域に

おける生活再建など、被災者をとりまく課題は多様化。

○ 被災者の生活再建のステージに応じた、切れ目ない支援の実

現を図る。

＜主な内容＞

①災害公営住宅への移転等に伴うコミュニティ形成の活動を支援。

②被災者の生きがいをつくるための「心の復興」事業を支援。

③県外避難者に対して、相談支援や避難元自治体の情報提供などを実

施。

④仮設住宅や災害公営住宅等で暮らす高齢者等に対する日常的な見守

り・相談支援を実施。

⑤被災者の心のケアを支えるため、個別相談支援や支援者支援等を実

施。

⑥子どもに対するケア、学習支援、交流活動支援等を実施。

＜重点的に取り組む項目＞

①被災者支援に携わる方々のサポートを行う取組を支援。

②避難指示が解除された区域におけるコミュニティ形成支援、買い物、

通院、通学などの生活支援を実施。

Ⅰ．各地域の被災者支援の重要課題への対応支援

①被災者支援総合事業
・住宅・生活再建支援 ・コミュニティ形成支援
・「心の復興」 ・県外避難者支援
・高齢者等日常生活ｻﾎﾟｰﾄ ・被災者支援コーディネート

Ⅱ．被災者の日常的な見守り・相談支援

②被災者見守り・相談支援事業

Ⅲ．仮設住宅での総合相談・介護等のサポート拠点の運営

③仮設住宅サポート拠点運営事業

Ⅳ．被災地における健康支援

④被災地健康支援事業

Ⅴ．被災者の心のケア支援

⑤被災者の心のケア支援事業

Ⅵ．子どもに対する支援

⑥被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業

⑦福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援事業

⑧仮設住宅の再編等に係る子供の学習支援によるコミュニティ復興支援事業

被災者支援総合交付金（復興庁被災者支援班）

３１年度概算決定額 １７７億円【復興】
（３０年度予算額 １９０億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○被災者支援の基幹的事業について、被災自治体において横断的な事
業計画を策定し、 交付金による一体的支援を行うことにより、各地域の
実情に応じた効果的・効率的な被災者支援活動の展開が期待される。

資金の流れ 期待される効果

予算の移替え 交付金の交付

復興庁
県・

市町村 等各省庁

交付金の交付

予算の配分
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